
収納機関のサービス対応状況 

 

● 収納サービス 

平成22年3月末現在、収納機関78団体、収納機関共同利用センター20社がサービスを提供しています。 

 

〔収納機関〕 

・財務省会計センター             ・財務省関税局 

・国税庁                   ・総務省総合通信基盤局 

・厚生労働省労働基準局            ・厚生労働省年金局 

・岩手県                   ・宮城県 

・仙台市                   ・茨城県 

・群馬県                    ・桐生市 

・埼玉県                                  ・北本市 

・千葉市                                  ・市川市  

・松戸市                   ・習志野市  

・習志野市企業局                        ・富里市 

・東京都                                  ・墨田区              

・目黒区                                  ・中野区           

・荒川区                                  ・葛飾区          

・三鷹市                                  ・西東京市                   

・神奈川県                                ・相模原市 

・厚木市                   ・新潟市 

・岐阜県                   ・静岡県 

・愛知県                   ・豊田市 

・知立市                   ・三重県 

・大阪府                   ・大阪市 

・堺市                                    ・兵庫県               

・和歌山県                                ・島根県  

・三次市                   ・岡山県 

・広島県                   ・佐賀県                               

・熊本県                   ・鹿児島県               

・鹿児島市                  ・高齢・障害者雇用支援機構             

・日本学生支援機構                        ・全国健康保険協会                     

・ＮＴＴドコモ                            ・ＫＤＤＩ                             

・ＮＴＴＰＣコミュニケーションズ          ・ソフトバンクモバイル         

・フュージョン･コミュニケーションズ       ・日本放送協会  

・損害保険ジャパン                        ・第一生命保険           

・日本生命保険                            ・住友生命保険       

・明治安田生命保険                        ・クレディセゾン             

・セディナ                           ・ユーシーカード          

・オリックス・クレジット                  ・ネットラスト(Yahoo!かんたん決済)        

・ディノス                     ・東京都職員共済組合                            

・首都大学東京                         ・カタログハウス                         

・日経ＢＰ                  ・千趣会  

・日本中央競馬会                      ・オッズ・パーク          

 

 



〔収納機関共同利用センター〕 

・みずほ情報総研               ・ＮＴＴデータ 

・ウェルネット                ・ＮＴＴインターネット         

・三菱ＵＦＪファクター                    ・みずほファクター           

・トランスファーネット                    ・デジタルガレージ          

・地銀ネットワークサービス                ・ペイジェント             

・Ｃｏｏｌｐａｔ                          ・ＳＭＢＣファイナンスサービス     

・協栄産業                               ・ＮＴＴデータキュビット   

・ＴＩＳ                            ・ユーフィット             

・ＡＧＳ                                  ・ちばぎんコンピューターサービス  

・三菱ＵＦＪニコス              ・フューチャーコマース   

  

  〔間接収納機関〕 

米国大使館、日本証券アナリスト協会、日本航空、全日本空輸、Amazon.co.jp、上新電機、ヨドバシカメラ、

ウォルト・ディズニー・ジャパン、慶應義塾大学、神奈川大学、中央大学、放送大学、関西大学、立命館大学、

京都産業大学、関西学院大学 他多数 

 

● 国庫金ダイレクト方式 

平成22年3月末現在、4収納機関がサービスを提供しています。 

 

〔収納機関〕 

・財務省関税局                             ・特許庁 

・国税庁                    ・財務省理財局 

 

 

● 口座振替受付サービス 

 

① 収納機関受付方式 

平成22年3月末現在、収納機関89団体、情報処理センター5社がサービスを提供しています。 

 

〔収納機関〕  

・市川市                   ・甲府市 

・韮崎市                   ・昭和町 

・甲斐市                                  ・甲府市上下水道局 

・山梨市                   ・東京ガス 

・ＮＴＴドコモ                ・ＫＤＤＩ 

・ソフトバンクモバイル            ・日本放送協会 

・共栄火災海上保険            ・三井住友海上火災保険 

・あいおい損害保険              ・東京海上日動火災保険 

・日新火災海上保険              ・日本興亜損害保険 

・富士火災海上保険              ・損害保険ジャパン    

・第一生命保険                ・プルデンシャル生命保険  

・日本生命保険                ・太陽生命保険  

・三井住友海上きらめき生命保険        ・住友生命保険    

・ＡＩＧエジソン生命保険           ・野村證券    

・新光証券                  ・ジェーシービー    

・クレディセゾン               ・オリエントコーポレーション      



・三菱ＵＦＪニコス              ・ジャックス 

・イオンクレジットサービス        ・楽天ＫＣ 

・アプラス                ・東武カードビジネス 

・ユーシーカード             ・ライフ  

・トヨタファイナンス           ・ソニーファイナンスインターナショナル  

・全日信販                ・ジーシー（GEコンシュマーファイナンス） 

・東急カード               ・出光クレジット 

・ユニーカードサービス          ・伊勢丹アイカード 

・三井住友カード             ・ゆめカード 

・りそなカード              ・泉州カード 

・イズミヤカード             ・セディナ 

・高島屋クレジット            ・みなとカード 

・ニッセンレンエスコート         ・道銀カード 

・ほくせん                ・井筒屋ウィズカード 

・紀陽カード               ・紀陽ディーシーカード 

・シーエスエス              ・エヌシーガイドショップ 

・山陰信販                ・十六ディーシーカード 

・アメリカン・エキスプレス        ・九州カード 

・オーシー                ・百五ディーシーカード 

・エポスカード              ・ＳＭＢＣファイナンス  

・りゅうぎんディーシー           ・エヌシーくまもと 

・ザ・トーカイ                            ・埼玉県民共済生活協同組合 

・らでっしゅぼーや             ・コスモ石油  

・東日本旅客鉄道                          ・ホットライン 

・エア・ウォーター企業                    ・スミセイ損害保険 

・ニッセイ同和損害保険                    ・アメリカンライフインシュアランスカンパニー  

・オークス                                ・天満屋カードサービス  

・スターツアメニティ                      ・三菱東京ＵＦＪ銀行  

・滋賀銀行 

 

〔情報処理センター〕 

・ＮＴＴデータ                ・セイコーインスツルメンツ   

・富士通                   ・日本カードネットワーク 

・野村総合研究所 

 

② 金融機関受付方式 

平成22年3月末現在、以下の金融機関1機関、収納機関10社がサービスを提供しています。 

〔収納機関〕 

・ＫＤＤＩ                  ・アプラス 

・ＮＴＴコミュニケーションズ              ・ニッセン・ジー・イー・クレジット 

・クレディセゾン                      ・トランスファーネット 

・イオンクレジットサービス          ・ラクーン 

・日本放送協会                ・ペイジェント 

 
詳細につきましては、当機構トップページに掲載している「収納機関サービス対応状況一覧」

（http://www.jammo.org/html/member/showCollectionServiceList）等をご覧ください。 


